別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:消費者教育支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内　2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,085千円（前年度予算額：1,683千円）

	事業内容


	１　事業の内容


(1)学校等消費者教育支援事業費

　　消費者教育指導用の副教材の作成

　　　　若者が巻き込まれやすい消費者トラブルの事例とその対処方法を中心とした資料等を作成し、消費者教育の資料として活用できるよう各高等学校に配布するとともに、成人すると、契約に対する保護者の取り消しができなくなるため、新成人に対しても同資料を配布し、注意を促す。
　　　　
　　　　・発行時期　　平成25年３月

　　　　・内容　　　　若者が巻き込まれやすい消費者トラブルの事例と対処方法等

・作成部数　　47,000部（予定）
　　　　・配布先　　　県内学校（高校等）、教育関係機関、市町村等
　(2) 金融教育促進事業費

　　　金融広報中央委員会の県内事務局である岐阜県金融広報委員会と連携し、教育分
　　　野や一般に対する金融教育の促進を図るとともに、金融トラブルに巻き込まれな
　　　い健全で合理的な家計運営に対する啓発を行う。

	２　所要経費


(1)学校等消費者教育支援事業費　　2,745千円
(2)金融教育促進事業費　　　　　 　 340千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
・消費者被害の未然防止・拡大防止を図るため、若者や高齢者を対象とした消費生

　活出前講座、高齢者世帯訪問事業などを行う
	２　これまでの取組状況


　消費者被害防止や多重債務被害防止のためには、学校教育期といった早期からの普及啓発が必要であり、学校における消費者教育の副教材を作成し、高校1年生全員と教職員等に配布し、家庭科等の授業で活用されている。
　また、岐阜県金融広報委員会と共催で県民向けの講演会を開催するなど、金融教育の推進を行ってきた。
	３　これまでの取組に対する評価


若者の消費者被害防止のためには、社会へ出る前の早期の教育が必用であるとともに、県民への金融教育も必要であることから継続して事業を実施する。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,683
	
	
	
	
	
	1,250
	
	433

	要求額
	3,085
	
	
	
	
	
	1,250
	
	1,835

	1月20日時点査定額
	3,085
	
	
	
	
	
	1,250
	
	1,835

	決定額
	3,085
	
	
	
	
	
	1,250
	
	1,835


　　　【消費者行政活性化基金充当事業】
